












































Consideration of local government as an investment institution :
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で は2013～14年 に3カ 所（ 松 原 区， 初 瀬 区，
四万川区）で開所されていた集落活動センター
は，②の施策の要として位置づけられ，総合戦
略の発表時点で残り3カ所（越知面区，東区，
西区）の設置も見据えられており，2018年まで
に町内全域に集落活動センターが開所された13）。
　この集落活動センター事業は，旧小学校や集
会所などを拠点に，地域住民が主体となって，
地域外の人材などを活用しながら，近隣の集落
との連携を図り，生活，福祉，産業，防災など，
地域が抱える課題やニーズに応じた取組みを地
域ぐるみで行うことを目的としている。財源と
しては，活動に必要な施設整備等のハード事業
を，主として高知県の「集落活動センター推進
事業補助金」による整備事業が用いられ，3年
間を限度として，センター 1カ所あたりに6,000
万円を上限に，県の補助を2分の1，町の補助
を2分の1受けている。また，梼原町独自の支
援として2015年度から「集落活動センター推進
事業交付金」が用意され，組織設置後の5年間
の運営に必要な経費を年間200万円支援してい
る。財政的な支援だけではなく，「ゆすはら応
援隊として集落活動サポーターを配置し，人材
面での支援も行っている。隊員の募集は2012年
度から開始し，任期は3年間とし，外からの目
線を活かして，地域とともに活動してもらうこ
とを任務としている。初年度は公募に応じた三
人の若者が選ばれ，各センターにおいて活動を
開始した。その後，隊員の入退を繰り返しなが
ら，2012年9月から2017年4月末までに9人の隊
員が着任した14）。
2．運営主体としての地域運営組織
　地域運営組織とは，「地方創生総合戦略（2018
改訂版）」によれば，持続可能な地域をつくる
ため，「地域デザイン」に基づき，地域住民自
らが主体となって，地域住民や地元事業体の話
し合いの下，それぞれの役割分担を明確にしな
がら，生活サービスの提供や域外からの収入確
保などの地域課題の解決に向けた事業等につい
て，多機能型の取組みを持続的に行うための組
織とされている15）。また，総務省の地域運営組
織に関する調査では，地域運営組織を「地域の
暮らしを守るため，地域で暮らす人々が中心と
なって形成され，地域内の様々な関係主体が参
加する協議組織が定めた地域経営の指針に基づ
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き，地域課題の解決に向けた取組を持続的に実
践する組織」16）と定義している。そして，地域
運営組織は，「地域課題を共有」し，「解決方法
を検討」するための「協議機能」と，「地域課
題解決に向けた取組を実践」するための「実行
機能」を有する組織と位置付けられている。
　地域運営組織の組織形態としては，協議機能
と実行機能を同一の組織が合わせ持つもの（一
体型）や，協議機能を持つ組織から実行機能を
切り離して別組織を形成し，相互に連携してい
るもの（分離型）など，地域の実情に応じて様々
であるが，梼原町の場合は，図2に示すように
分離型となっている。
　梼原町の場合に特徴的であるのは，総務省の
調査によれば，地域運営組織の母体について，
自治会・町内会および自治会・町内会の連合組
織を母体としているものが全体の50％となって
いるのに対して，梼原町の場合は，旧村単位を
もとにした「区長制」という古くからの伝統的
な「住民からの選挙によって選出された区長を
軸とする住民自治システム」を母体としている
点にある。そのため，梼原町では，各区長が集
落活動センターの代表的な役割を担っている。
こうした区長制を通じて，各区ごとの課題の町
へのフィードバックが速やかに行われ，町施
策への協働体制が構築されている。梼原町では，
伝統的な住民自治システムである区長制を元に
して，地域の多面的な課題への取組みが行われ
ているといえる。
3．地域内経済循環を高める主体としての
　  集落活動センターの活動
　以下では，各集落活動センターの代表に行っ
た聞き取り調査と梼原町企画財政課から提供さ
れた資料をもとに，各区の地域課題に対応して
設立された集落活動センターの取組みについて
紹介する。
① エネルギー供給体制の整備
　松原区と四万川区での集落活動センター設立
図２　梼原町における地域運営組織の形態
（出所）梼原町企画財政課提供資料より引用。
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名　称
事業内容
総事業費
財源内訳
補助金の種類
運営実施主体
設　立
集落活動センターまつばら
複合型燃料供給施設（給油所、農林業資
材販売施設）
地域食材加工販売施設（トイレ、車庫棟）
地域食材加工販売施設（加工販売棟）
5,611万円
県 2,802万6,000円
町 2,802万8,000円
松原区 5万6,000円
高知県集落活動センター推進事業補助金
株式会社まつばら
2012年12月4日
集落活動センターはつせ
地域防災拠点施設
敷地整備
韓国式サウナ、レストラン
5,598万9,000円
県　2,799万3,000円
町　2,799万6,000円
高知県集落活動センター推進事業補助金
特定非営利活動法人はつせ
2013年3月19日
集落活動センター四万川
燃料供給等複合施設建設（1）
四万川地区多目的施設改修（2）
（1）7,416万3,000円
（2）1,153万5,000円
県　（1）3,000万円
　　（2）5,000万円
町　（1）3,000万円
　　（2）5,000万円
四万川区集落協定　（1） 560万円
四万川区　　（1） 856万3,000円
（株）四万川　（2） 153万5,000円
高知県集落活動センター推進事業補助金
株式会社四万川
2013年9月5日
名　称
事業内容
総事業費
財源内訳
補助金の種類
運営実施主体
法人設立
集落活動センターおちめん
太陽光発電施設整備（1）
地域交流滞在拠点施設改修事業（2）（3）
地域交流滞在拠点施設備品購入（4）
集落営農農機具購入（5）
（1） 450万円
（2） 9,136万8,000円
（3） 57万2,000円
（4） 1,224万4,000円
（5） 1,306万6,000円
国　（2） 4,223万4,000円
県　（1） 225万円
　　（4） 612万1,000円
　　（5） 653万3,000円
町　（1） 225万円
　　（2） 4,913万4,000円
　　（3） 57万2,000円
　　（4） 612万3,000円
　　（5） 653万3,000円
（1）（4）（5）高知県集落活動センター
推進事業補助金
（2）内閣府　地方創生拠点整備交付金
特定非営利活動法人おちめん
2018年1月22日
集落活動センターゆすはら西
移動式解体処理車購入（1）
獣肉解体処理施設建設（2）
獣肉解体処理施設外整備（3）
集落活動拠点施設改修（4）
（1） 2,175万3,000円
（2） 3,542万2,000円
（3） 1,236万円
（4） 402万3,000円
国　（1） 1,139万4,000円
　　（2） 1,783万2,000円
県　（2） 694万7,000円
　　（3） 614万2,000円
　　（4） 186万8,000円
町　（1） 1,035万9,000円
　　（2） 1,064万3,000円
　　（3） 614万3,000円
　　（4） 186万8,000円
西区　（3） 7万5,000円
　　　（4） 28万7,000円
（1）（2）農水省　鳥獣被害防止総合対策
交付金
（2）（3）（4）高知県集落活動センター推
進事業補助金
特定非営利活動法人ゆすはら西
2018年3月23日
集落活動センターゆすはら東
地域活動拠点施設整備（1）
地域活動拠点施設整備、車両購入、野外
多目的施設建設（2）
（1）4,554万3,000円
（2）1,802万7,000円
県　（1） 2,190万6,000円
　　（2） 759万2,000円
町　（1） 2,363万7,000円
　　（2） 807万1,000円
東区　（2） 236万4,000円
（1）（2）高知県集落活動センター推進事
業補助金
特定非営利活動法人ゆすはら東
2018年2月9日
表６　各集落活動センターの事業概要
（出所）梼原町企画財政課提供資料より作成。
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のきっかけは，2011年に危険物の規則改正によ
り，個人経営のガソリンスタンドが地域からな
くなる可能性が発生したことであった。高齢者
の利用や冬季の灯油供給などに支障をきたす恐
れがあったことを背景に，ガソリンスタンドの
整備とあわせて，区での取組みを通じて地域の
魅力を活かした活動を推進することとなった。
　松原区では，2015年2月より地域食材加工販
売施設「あいの里まつばら」の営業を開始し，
軽食の提供や地域農産物等の販売を行ってい
る。また，地場産品の販売促進のために，2014
年11月には「梼原町どぶろく特区」の認定を受
け，2017年3月19日には第1号のどぶろく86本
を製造している。2017年度決算では年商約3,000
万円となっており，松原区がもつ森林セラピー
ロードという観光資源や地域の食材などの資源
を活かした取組みが行われている。
　四万川区では，ガソリンスタンドのほか，野
菜等の集出荷やホームセンター機能，地場産品
販売所，観光案内機能が備わった複合施設を建
設され，2019年度決算では年商約5,300万円を
あげている。2018年度には旧幼稚園を改修した
多目的施設が完成し，地域の祭事や大学イン
ターンシップ受け入れを図るなど，地域住民の
生活領域を維持しながら，さらに町内外との交
流人口の増加に取り組んでいる。
② 交流人口の増加
　人口や事業所が町内で最も少ない初瀬区では，
前述のように，韓国の大学との交流をきっかけ
に，集落活動センターの事業として，韓国式サ
ウナ（チムジルバン）と韓国風レストランを整
備し，地元に雇用を創出している。2015年から
2017年には，毎年3,000～4,000人近い利用者が
あり，2017年度決算では総売上高が約1,100万
円となっている。韓国との交流で開発したキム
チは，2018年からは日本食研ホールディングス
との協働で改良に取組み，特産品の販売促進を
図っている。
　越知面区では，交流人口の拡大に向けた取組
みとして，旧小学校を利用して，学生等の合宿
の受入れを行うために，宿泊滞在施設としての
施設改修を行い，2018年5月に旅館業法に基づ
く簡易宿所の許可を取得し運営を行っている。
施設内では，住民による加工品グループが喫茶
店を開設し，モーニングを提供している。また，
地元の大豆を使った味噌の販売や，耕作放棄地
対策として，農機具を購入して農作業受託によ
る集落営農の推進を行っている。
③ 鳥獣被害への対応
　梼原町における鳥獣捕獲数は，駆除に対する
権限から知事から市町村へと移行し，駆除頭数
の制限も廃止されるなどの理由から近年大きく
増加し，2008年度の約10倍となっており，2015
年度以降は，イノシシとシカのみで2019年度ま
で1,000頭を超えている。猟友会の中心メンバー
が多く存在する西区では，こうした地域特性を
活かし，2017年度に移動式解体処理車（ジビエ
カー）と獣肉解体処理施設の整備を集落活動セ
ンター事業として行っている。本格導入は全国
初となるジビエカーは，現在では松原区での作
業に用いられており，2018年度では全体で410
頭の処理を行った。今後は，全国を対象にした
高付加価値な食材としての安定供給を目指すこ
とと同時に，キャンプ場の整備による交流人口
の拡大が図られており，持続可能な鳥獣被害防
止の推進体制と地域内経済循環を生む仕組みづ
くりが行われている。
④ コミュニティ機能の確保
　東区の人口は6区のうちで最も多いが，中心
部と郊外部では，高齢化や人口に差がある。ま
た，他の区と異なり，区としての地域活動にか
んする協議の場や活動の拠点となる施設を持っ
ていなかったため，旧保育所を改修し，コミュ
ニティ機能や支え合い，助け合いの活動の充実
を図っている。2019年3月に開所された集落活
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動センターゆすはら東の活動は，6区のうちで
最後発であるが，複合福祉施設「YURURIゆす
はら」との連携や，老人クラブやNPO法人の
活動の場となっている。福祉に関する事業のほ
かにも，調査時には，地元農家と連携しレスト
ランの運営に着手しようとしていた。
4．今後の展望
　聞き取り調査でうかがった今後の展望に多く
共通することは，他の区との間での連携不足の
解消であった。調査時でも，松原区での四万川
区の青唐辛子を使った唐辛子あんパンの製造や，
西区でのジビエを梼原町内のレストランに卸し
ているなど，一部の点的なつながりはあった。
しかし，例えば，地域の食材や宿泊・飲食施設，
観光施設を結んだ「長期滞在型のゆすはら」を
目指すなど，他の区と協力して利潤を得ること
ができる面的な連携への展望もうかがえた。地
域経済の視点からみるならば，川上である第一
次産業から川下の第三次産業への地域内産業連
関の形成，特産品振興と地域づくりの結合が非
常に重要であるが，同時に，それに関わる生産
者と住民の参加が少なければ，地域経済や住民
生活の持続的な発展にはつながらなくなってし
まう。梼原町では，各集落活動センターの連携
は，「集落活動センターゆすはら連絡協議会」
（2017年3月に改称）を通じて，6つの集落活動
センターの情報共有が行われており，こうした
区の間の連携の発展に期待が寄せられる。
４．おわりに
　以上，本稿では，地域内経済循環という観点
から梼原町の集落活動センターの取組みをみて
みた。梼原町では，各区の地域課題に対応した
取組みが集落活動センターの事業を通じて，住
民の生活の向上や地域環境の保全と結びついた
形で行われている。そして，そこには資金循環
の起点として資金を投入し続ける基礎自治体の
役割が大きかった。こうした自治体の投資が，
個々の投資主体である集落活動センターの事業
を通して，地域内の諸産業の連関を強め，地域
内再投資力が増幅されることが望まれる。特に，
2020年1月末からの新型コロナウィルス感染症
の拡大は，地域経済の活性化の手法としての「観
光まちづくり」に大きなダメージを与えており，
自治体には地域内再投資力の主体となりうる個
人・中小企業の生活・営業再建への政策的支援
が求められる17）。
　一方で，自治体による投資の課題として，第
1に資金面の問題が挙げられる。地域の持続的
発展のために地域内再投資力および地域内経済
循環を構築するためには，自治体による継続的
な財政的支援が必要であるが，国の財政が悪化
するなかで，構造改革政策によって交付税の財
源保障機能が揺らぎ始めている。本稿で取り上
げた梼原町の集落活動センターの場合，高知
県の補助金の補助期間3年後，梼原町独自の補
助金の補助期間5年後に，全ての集落活動セン
ターで直ちに自立したビジネスの確立は難しい
と考えられる。梼原町では，様々な補助金を駆
使して事業を行っているが，地域の担税力の強
化のためにも，自治体以外の経済主体の強化や
ネットワーク化が課題である。
　しかし，すでに述べたように，梼原町は，集
落活動センターへの補助金を通じて，地域住民
の生活領域の維持とそこに住まう住民への雇用
の創出，再投資のための資本と賃金を生み出し
ている。また，集落活動センターの事業を通じ
て，第1次産業の活性化が図るのであれば，そ
れは国土環境の保全・維持するための社会的費
用を負担しているともいえる。その意味では，
公共的な役割を担う集落活動センターへの財政
的な支援は今後も必要であると考えられる。
　2 つ目に，いかに住民の要望を活かした地域
づくりを実践するかである。地域内経済循環の
形成にとって，個々に分断されている地域内の
諸産業の連関を強めなければならない。その場
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合，行政の役割は地域の特性に合わせた政策的
支援であるが，住民の側に主体性がないと，投
資に対するチェック機能が働かない。
　梼原町の取組みは，行政の先導に住民が依存
している関係ではなく，「区長制」という住民
自治システムをもとにした集落活動センターの
運営との相互連携によって行われている点が重
要である。なぜなら，集落活動センター事業は，
行政＝「公」と住民＝「私」が「協働」するこ
とによってできる事業であるからである。梼原
町は，小規模な自治体であるからこそ，地域を
よく知る住民が地域づくりに積極的に関わって，
地域の特性と住民の要望を活かした地域づくり
が実践されているといえるだろう。そのため，
県外からの移住者にとっても，地域づくりへの
参加がしやすい環境の維持が重要である。
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main_content/000405694.pdf）（閲覧日2020年10
月20日）。
17）岡田は，新型コロナウィルス感染症も，自然
（生物）を起源とする災害の一つとみなすこと
ができると述べている。岡田知弘［2020］『地
域づくりの経済学入門──地域内再投資力論─
─［増補改訂版］』高管出版，p. 188。
参考文献
岡田知弘［2020］『地域づくりの経済学入門──
地域内再投資力論──［増補改訂版］』高管
出版。
岡田知弘，榊原秀訓，永山利和編著［2015］『地
方消滅論・地方創生政策を問う』自治体研究社。
小田切徳美［2009］『農山村再生──「限界集落」
問題を超えて』岩波ブックレット。
高知県中山間振興・交通部 中山間地域対策課
［2017］「平成28年度高知県集落調査 高知県
の集落──平成27年国勢調査からみた集落等
の状況」。
高知県梼原町［2015］『梼原町まち・ひと・しご
と創生総合戦略～小さな拠点 ゆすはらづく
り～』
高知県梼原町［2019］『梼原町史4』。
佐藤友光子「中山間の地域再生と区長制──高
知県高岡郡梼原町を事例として」，岩上真珠，
池岡義孝，大久保孝治編著［2017］『変容す
る社会と社会学──家族・ライフコース・地
域社会』学文社。
総務省地域力創造グループ地域振興室［2016］「暮
らしを支える地域運営組織に関する
調査研究事業報告書」（http://www.soumu.go.jp/
main_content/000405694.pdf，2019年4月20
日閲覧）。
田中きよむ編著，玉里恵美子，霜田博史，水谷利亮，
山村靖彦［2018］『小さな拠点を軸とする共
生型地域づくり 地方消滅論を超えて』晃洋
書房。
内閣府［2018］「まち・ひと・しごと創生総合戦
略（2018 改訂版）」
　　（https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/
meeting/honbukaigou/h30-12-21-shiryou1.
pdf，2019年10月20日閲覧）。
本稿は，日本学術振興会平成28年度~30年度　基
盤研究（B）（一般）「人口減少社会における
持続可能な地域モデルの構築に関する研究
　　の助成による研究成果の一部である。
　　（みえ　せんいち　
　　　　　　大阪経済法科大学非常勤講師）
